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答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  本件審査請求については、原処分②（生活保護費徴収処分）に係る部分は却

下されるべきであり、原処分①（生活保護費返還処分）に係る部分は棄却され

るべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、原処分①及び原処分②（以下「本件各原処分」という。）は、次

のとおり違法又は不当であると主張しているものと解される。 

(1) 請求人の父（以下「父」という。）の死亡を知ってすぐに行った報告に対

し、処分庁が生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」

という。）の廃止決定をする義務又は請求人に対し保護の廃止に係る説明を

する義務に違反したことにより、請求人は国民健康保険に加入する機会を失

い、高額の医療費全額を自己負担することとなったのであるから、本件各原

処分は処分庁の義務違反による全責任を請求人に負わせるものであって著

しく妥当性を欠くものである。 

(2) 法第63条に基づく保護費の返還処分を取り消した令和２年６月８日東京

高等裁判所判決（以下「東京高裁判決」という。）は、多額の医療扶助費を

含む保護費の全額の返還を求めることで被保護者に予想外の不利益を与え

ている点において本件事案と共通しており、本件各原処分も、機械的に全額

の返還を要求すべきではなく、国民健康保険料を除いた医療扶助費全額の返

還を求めている点において著しく不当な処分であるから、国民健康保険料を

除いた部分について取り消されるべきである。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

   (1) 請求人が父の死亡を知ってすぐに処分庁に報告をしたという事実はなく、

請求人からの報告の事実がない以上、処分庁は父の死亡を知りうる立場にな



い。仮に、父死亡の報告があったとしても、請求人は、相続遺産を受け取る

前は保護を要する状態にあることには変わりないため、処分庁が保護の廃止

の決定をすることはない。 

  (2) 保護を受けている者は、国民健康保険法第６条第９号により、国民健康保

険の被保険者とはしないものとされていることから、請求人が保護を受けて

いる期間は、国民健康保険が適用されず、請求人の医療扶助全額について法

第 63 条の対象とすることは合理性を欠くものとは言えない。 

    (3) 原処分②については、審査請求をすべき行政庁は札幌市長である旨の教

示を適切に行っており、その内容に誤りがないことから、審査請求をすべき

行政庁を誤ったものであり、本件審査請求のうち原処分②に係る部分は、不

適法である。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分①は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又

は不当な点は認められない。 

２ 処分庁は、父の死亡に伴う遺産相続（以下「本件遺産相続」という。）に係

る相続金額を確認後、速やかに請求人の保護を廃止し、自立更生費に係る控除

も確認の上、父の死亡日から保護廃止の前日までに係る生活扶助費及び医療扶

助費の全額を対象として原処分を行ったことが認められる。 

  この点、請求人は、父の死亡を知ってすぐに処分庁に報告した旨主張するが、

そのことを証明する挙証資料の提出はなく、請求人の主張を採用することはで

きない。そして、処分庁は、請求人の相続金額を確認できるまでは請求人が保

護を必要としなくなった状態と判断することはできないのであるから、請求人

に対し保護の廃止決定や保護の廃止に係る説明をすることができないところ、

相続金額の確認後には、速やかに請求人の保護の廃止処分を行っていることが

認められ、処分庁の手続に瑕疵
か し

はない。 

３ 被保護者は国民健康保険の被保険者とはしないものとされており、請求人の

保護が廃止されるまでは請求人の医療費は全額医療扶助により賄われている

のであるから、医療扶助を含む保護費に相当する金額を返還額とした処分庁の

判断に違法又は不当な点はない。 

４ 本件審査請求のうち原処分②に係る部分は、審査請求をすべき行政庁を誤っ

たものであり、不適法である。 



 ５ 以上のとおり、本件審査請求のうち原処分②に係る部分は、不適法であるか

ら却下されるべきであり、原処分①は、適法かつ正当に行われており、また、

請求人の主張は理由がないから、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和８年２月19日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月26日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされている（法第４条第１項）。 

また、保護の実施機関は、被保護者が保護を必要としなくなったときは、速

やかに、保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、これを被保護者に通知

しなければならないものとされている（法第26条）。 

さらに、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保

護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対し

て、速やかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実

施機関の定める額を返還しなければならないとされている（法第63条）。 

保護費の返還等の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とさ

れており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基

準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、世帯における厚生労働大臣の定める基準により測定した

要保護者の需要（以下「最低生活費」という。）の臨時的な減少等により、以

後おおむね６か月を超えて保護を要しない状態が継続すると認められるとき

は、保護を廃止すべきとされており、当該時点において現に生じている需要に

基づいて認定した最低生活費と収入充当額との対比によって判定するもので

あることとされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、父が令和５年12月25日に死亡し、請

求人が父の遺産を相続したこと及びその相続金額を確認したことにより、自立

更生費に係る返還額からの控除を必要としない旨を請求人に確認の上、当該死



亡日から請求人の保護廃止日の前日（令和６年10月31日）までの間に請求人に

支給した保護費（生活扶助や医療扶助等）に相当する額を返還額として原処分

①を行ったことが認められる。 

この点、相続は死亡によって開始され（民法第882条）、相続人は相続開始

の時から被相続人の財産に属した一切の権利義務を承継する（民法第896条）

のであるから、法第63条に基づく費用返還の対象となる資力は被相続人の死亡

時に発生したというべきであるから、原処分①に違法又は不当な点はない。 

他方、請求人は、おおむね、父が死亡したという報告により処分庁に保護の

廃止や辞退等に係る説明義務が生じるのであり、その義務が履行されていれ

ば、相続開始後に発生した医療扶助の全額を負担する必要はなかったことか

ら、原処分①は違法又は不当であると主張しているものと解される。しかしな

がら、処理基準において、最低生活費と収入充当額との対比により６か月を超

えて請求人の保護を要しない状態が継続すると認められれば、被保護者の保護

を廃止すべきものとされているところ、父が死亡したという報告のみでは、相

続の有無や相続金額を把握することは不可能であり、本件遺産相続に係る入金

があったことの報告によって初めて請求人の保護廃止の具体的な検討が可能

になったというべきである。したがって、父の死亡日から保護廃止日の前日ま

での医療扶助を返還額から控除できる余地はなかったといわざるを得ない。 

なお、東京高裁判決は、保護の実施機関の職権により保護が開始される前に

有していた資力に相当する保護費の返還を求めた事案であるところ、本件は、

請求人の申請に基づき保護が開始された後に発生した本件遺産相続による資

力に相当する保護費の返還を求める事案であるから、東京高裁判決に係る処分

と原処分①は事案を異にするものであるというべきである。 

よって、請求人の主張を採用することはできない。 

また、原処分②は、審査請求をすべき行政庁が正しく教示されているところ、

原処分②に係る審査請求は提起先を誤って教示された行政庁と異なる行政庁

に対して行われたものであり不適法である。 

以上のとおり、本件審査請求のうち原処分②に係る部分は不適法である。ま

た、原処分①にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められず、審理員

の審理手続についても、適正なものと認められる。よって、本件審査請求のう

ち原処分②に係る部分を却下し、原処分①に係る部分を棄却するべきであると

した審査庁の判断について、前記第１のとおり、これを是認するものである。 
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